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次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

!):/247(&"1

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町広見１６４の２

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

水道事業用地とするため

!):/247(&#1

愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２９年度の補

助金から適用する。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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○ 救急病院の協力申出……………………………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）…６０５

○ 保安林の指定の解除……………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…６０５

○ 愛媛県造林事業補助金交付規程の一部改正…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６０５

○ 公共測量の実施の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）…６１０

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…６１０

0 2

○ 毒物劇物取扱者試験の合格者…………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…６１０

○ 技能検定の合格者………………………………………………………………………………………………………………………………………（労政雇用課）…６１１

0*+,24

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…６１２

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開 設 者 名
認 定 の
有効期限

浦屋病院 松山市中一万町５番地１０
医療法人社団酉
仁会

平成３２年
８月２３日
まで

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の内容等）

7$5 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

!・" 省略

# 共生環境整備事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第３のとおりとする。

ア 絆の森整備事業 身近な森林に対する市民の関心の高まり

及び森林に関する市民活動の広がりに対応するために行う次

に掲げる事業とする。

（補助対象事業の内容等）

7$5 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

!・" 省略

# 共生環境整備事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第３のとおりとする。

ア 絆の森整備事業 身近な森林に対する市民の関心の高まり

及び森林に関する市民活動の広がりに対応するために行う次

に掲げる事業とする。

毎週（火・金）曜日発行 第２９０３号 平成２９年８月２５日
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! 市民参加型森林整備 市民の参加による森林整備とし、

その区分等は、次のとおりとする。

ａ 省略

ｂ 市民主導タイプ 特定非営利活動法人等（森林法施行

令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号に掲げる者を

いう。以下同じ。）が森林所有者から受託して森林経営

計画

を作成し、又は特定

非営利活動法人等が森林所有者等（森林法第１０条の７に

規定する森林所有者等をいう。以下同じ。）と同法 第

１０条の１１の９第２項に規定する施業実施協定を締結した

上で自ら実施する森林の管理及び整備

ｃ 市民開放タイプ 森林経営計画

の地域住民への開示又は市町若しくは特定非営利活動法

人等との協定に基づき所有森林を市民へ開放する森林所

有者等が実施する森林整備

" 省略

# 省略

（事業主体）

&!% 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

! 森林環境保全直接支援事業にあつては、次に掲げるもの

ア～キ 省略

ク 省略

ケ 省略

"～# 省略

$ 絆の森整備事業の市民参加型森林整備にあつては、次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次に定める者

ア 省略

イ 市民主導タイプ 森林経営計画策定者

（森林所有者及び森林組合その他の林業事業体

を除く。）及び特定非営利活動法人等

ウ 市民開放タイプ 森林所有者等のうち森林経営計画策定

者 及び市町と森林整備に関

する協定を締結した森林所有者

% 絆の森整備事業の野生生物共生林整備にあつては、次に掲げ

るもの。ただし、用地等取得にあつては、アに掲げる者に限

る。

ア～キ 省略

&・' 省略

( 特定森林造成事業の花粉発生源対策促進事業にあつては、次

に掲げるもの

ア～キ 省略

ク 省略

（補助対象事業の規模）

&"% 補助対象となる造林事業の規模は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

! 市民参加型森林整備 市民の参加による森林整備とし、

その区分等は、次のとおりとする。

ａ 省略

ｂ 市民主導タイプ 特定非営利活動法人等（森林法施行

令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号に掲げる者を

いう。以下同じ。）が森林所有者から受託して森林経営

計画若しくは森林法の一部を改正する法律（平成２３年法

律第２０号）による改正前の森林法（以下「旧法」とい

う。）第１１条第４項（旧法第１２条第３項において読み替

えて準用する場合を含む。）の認定に係る森林施業計画

（以下「森林施業計画」という。）を作成し、又は特定

非営利活動法人等が森林所有者等（森林法第１０条の７に

規定する森林所有者等をいう。以下同じ。）と森林法第

１０条の１１の９第２項に規定する施業実施協定を締結した

上で自ら実施する森林の管理及び整備

ｃ 市民開放タイプ 森林経営計画若しくは森林施業計画

の地域住民への開示又は市町若しくは特定非営利活動法

人等との協定に基づき所有森林を市民へ開放する森林所

有者等が実施する森林整備

" 省略

# 省略

（事業主体）

&!% 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

! 森林環境保全直接支援事業にあつては、次に掲げるもの

ア～キ 省略

ク 森林施業計画の認定を受けた者

ケ 省略

コ 省略

"～# 省略

$ 絆の森整備事業の市民参加型森林整備にあつては、次に掲げ

る区分に応じ、それぞれ次に定める者

ア 省略

イ 市民主導タイプ 森林経営計画策定者、森林施業計画の認

定を受けた者（森林所有者及び森林組合その他の林業事業体

を除く。）及び特定非営利活動法人等

ウ 市民開放タイプ 森林所有者等のうち森林経営計画策定

者、森林施業計画の認定を受けた者及び市町と森林整備に関

する協定を締結した森林所有者

% 絆の森整備事業の野生生物共生林整備にあつては、次に掲げ

るもの。ただし、用地等取得にあつては、アに掲げる者に限

る。

ア～キ 省略

ク 森林施業計画の認定を受けた者

&・' 省略

( 特定森林造成事業の花粉発生源対策促進事業にあつては、次

に掲げるもの

ア～キ 省略

ク 森林施業計画の認定を受けた者

ケ 省略

（補助対象事業の規模）

&"% 補助対象となる造林事業の規模は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

# ' $ (平成２９年８月２５日 第２９０３号
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! 森林環境保全直接支援事業 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める規模

ア 間伐及び更新伐を実施する場合（要間伐森林において施業

代行者が実施する場合を除く。） 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める規模

! 省略

" 特定間伐等促進計画に基づいて行う場

合（多様な森林整備推進のための集約化の促進について

（平成１９年３月３０日付け１８林整整第１２５０号林野庁長官通

知）に定める集約化実施計画（以下「集約化実施計画」と

いう。）の対象森林又は森林共同施業団地対象民有林にお

いて実施する場合に限る。） 次に掲げる規模のいずれに

も該当する規模であること。

ａ・ｂ 省略

イ・ウ 省略

"～$ 省略

（補助金の交付条件）

&"% 省略

２・３ 省略

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

! 省略

" 第２条第１号の事業のうち森林経営計画 に

基づいて行うものについて、当該森林経営計画の認定が取り消

されたとき 交付を受けた補助金相当額（知事が特に必要と認

める場合にあつては、知事が指定する金額）

#～% 省略

& 第２条第３号及び第４号に掲げる事業のうち森林作業道の開

設又は改良に係る造林補助事業について、第５条第３号及び第

４号に規定する補助対象となる必要規模以上の事業を実施しな

いとき（天災等不可抗力によるものとして知事が認めたときを

除く。） 交付を受けた当該森林作業道の開設又は改良に係る

補助金相当額（森林経営計画 又は特定間伐等促

進計画に基づき必要な施業を行う場合において、施業の実施時

期にかかわらず一括して開設した森林作業道に係る造林につい

て補助対象となる必要規模以上の事業を実施しないものに係る

当該森林作業道の路線区間があるとき（天災等不可抗力による

ものとして知事が認めたときを除く。）にあつては、交付を受

けた補助金のうち当該路線区間の補助金相当額）

'・( 省略

５・６ 省略

)(&!（第３条、別表第２、別表第４関係）

森林環境保全直接支援事業

! 森林環境保全直接支援事業 次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める規模

ア 間伐及び更新伐を実施する場合（要間伐森林において施業

代行者が実施する場合を除く。） 次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める規模

! 省略

" 森林施業計画又は特定間伐等促進計画に基づいて行う場

合（多様な森林整備推進のための集約化の促進について

（平成１９年３月３０日付け１８林整整第１２５０号林野庁長官通

知）に定める集約化実施計画（以下「集約化実施計画」と

いう。）の対象森林又は森林共同施業団地対象民有林にお

いて実施する場合に限る。） 次に掲げる規模のいずれに

も該当する規模であること。

ａ・ｂ 省略

イ・ウ 省略

"～$ 省略

（補助金の交付条件）

&"% 省略

２・３ 省略

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

! 省略

" 第２条第１号の事業のうち森林経営計画又は森林施業計画に

基づいて行うものについて、これら の認定が取り消

されたとき 交付を受けた補助金相当額（知事が特に必要と認

める場合にあつては、知事が指定する金額）

#～% 省略

& 第２条第３号及び第４号に掲げる事業のうち森林作業道の開

設又は改良に係る造林補助事業について、第５条第３号及び第

４号に規定する補助対象となる必要規模以上の事業を実施しな

いとき（天災等不可抗力によるものとして知事が認めたときを

除く。） 交付を受けた当該森林作業道の開設又は改良に係る

補助金相当額（森林経営計画、森林施業計画又は特定間伐等促

進計画に基づき必要な施業を行う場合において、施業の実施時

期にかかわらず一括して開設した森林作業道に係る造林につい

て補助対象となる必要規模以上の事業を実施しないものに係る

当該森林作業道の路線区間があるとき（天災等不可抗力による

ものとして知事が認めたときを除く。）にあつては、交付を受

けた補助金のうち当該路線区間の補助金相当額）

'・( 省略

５・６ 省略

)(&!（第３条 関係）

森林環境保全直接支援事業

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～８ 省略 １～８ 省略

９ 間伐 適正な密度管理を目的とし

てⅩⅡ齢級以下の林分若し

くは市町村森林整備計画

（森林法第１０条の５第１項

の市町村森林整備計画をい

う。以下同じ。）に定める

省略 ９ 間伐 適正な密度管理を目的とし

てⅩⅡ齢級以下の林分若し

くは市町村森林整備計画

（森林法第１０条の５第１項

の市町村森林整備計画をい

う 。）に定める

省略

# ' $ *平成２９年８月２５日 第２９０３号
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立木の標準伐期齢（以下

「標準伐期齢」という。）

に２を乗じて得た林齢以下

の林分又は地域の標準的な

施業における本数密度をお

おむね５割上回る森林若し

くは立木の収量比数がおお

むね１００分の９５以上の森林

において行う不用木（侵入

竹を含む。）の除去及び不
とう

良木の淘汰並びにこれらの

搬出集積（標準伐期齢に２

を乗じて得た林齢以下の林

分において行うものにあつ

ては、森林経営計画に基づ

いて行うものに限る。）に

要する経費

立木の標準伐期齢（以下

「標準伐期齢」という。）

に２を乗じて得た林齢以下

の林分又は地域の標準的な

施業における本数密度をお

おむね５割上回る森林若し

くは立木の収量比数がおお

むね１００分の９５以上の森林

において行う不用木（侵入

竹を含む。）の除去及び不
とう

良木の淘汰並びにこれらの

搬出集積（標準伐期齢に２

を乗じて得た林齢以下の林

分において行うものにあつ

ては、森林経営計画に基づ

いて行うものに限る。）に

要する経費

１０ 省略 １０ 省略

１１ 附

帯施

設等

整備

! 鳥

獣害

防止

施設

等整

備

ア 施

設等

整備

健全な森林の造成又は保全

を目的として行う野生鳥獣

による森林被害の防止及び

野生鳥獣の移動の制御等を

図るための鳥獣害防止施設

等の整備に要する経費

同上 １１ 附

帯施

設等

整備

! 鳥 獣 害 防

止 施 設 等 整

備

健全な森林の造成又は保全

を目的として行う野生鳥獣

による森林被害の防止及び

野生鳥獣の移動の制御等を

図るための鳥獣害防止施設

等の整備に要する経費

同上

イ 施

設改

良

既設の鳥獣害防止施設（市

町村森林整備計画に定める

鳥獣害防止森林区域（森林

法第５条第２項第９号に規

定する鳥獣害防止森林区域

をいう。）内のも の に 限

る。）の改良に要する経費

同上

"～# 省略 "～# 省略

１２ 省略 １２ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備のうち施設改

良を除く。）は、１から１０までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画 又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備

は、１から１０までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

'&$!（第３条、別表第４関係）

環境林整備事業

１ 公的森林整備

'&$!（第３条 関係）

環境林整備事業

１ 公的森林整備

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～１０ 省略 １～１０ 省略

１１ 附 ! 鳥 ア 施 別表第１ １１!アに同じ。 同上 １１ 附 ! 鳥 獣 害 防 別表第１ １１!に同じ。 同上

" % # (平成２９年８月２５日 第２９０３号

６０８



帯施

設等

整備

獣害

防止

施設

等整

備

設等

整備

帯施

設等

整備

止 施 設 等 整

備

イ 施

設改

良

別表第１ １１!イに同じ。 同上

"～# 省略 "～# 省略

１２ 省略 １２ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備のうち施設改

良を除く。）は、１から１０までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画 又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備

は、１から１０までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

２ 被害森林整備 ２ 被害森林整備

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～９ 省略 １～９ 省略

１０ 附

帯施

設等

整備

! 鳥

獣害

防止

施設

等整

備

ア 施

設等

整備

別表第１ １１!アに同じ。 同上 １０ 附

帯施

設等

整備

! 鳥 獣 害 防

止 施 設 等 整

備

別表第１ １１!に同じ。 同上

イ 施

設改

良

別表第１ １１!イに同じ。 同上

" 省略 " 省略

１１ 省略 １１ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備のうち施設改

良を除く。）は、１から９までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画 又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備

は、１から９までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

３ 保全松林緊急保護整備

! 省略

" 松林保護樹林帯造成

３ 保全松林緊急保護整備

! 省略

" 松林保護樹林帯造成

区 分 補助基準（経費の内容） 補助率 区 分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～８ 省略 １～８ 省略

９ 附

帯施

設等

! 鳥

獣害

防止

ア 施

設等

整備

別表第１ １１!アに同じ。 同上 ９ 附

帯施

設等

! 鳥 獣 害 防

止 施 設 等 整

備

別表第１ １１!に同じ。 同上

! # " $平成２９年８月２５日 第２９０３号

６０９



!"!"!"!"!"!"!"
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測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２９年８月２１日から

平成３０年２月１６日まで

３ 作業地域 松山市余戸地区

!0 3

9;-;7+64/)2,6(&%'

平成２９年８月３日に実施した毒物劇物取扱者試験の合格者は、次

のとおりである。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

一般

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

１０００１ １０００８ １００１１ １００１２

１００１３ １００１６ １００１８ １００１９

１００２２ １００２５ １００２６ １００３０

１００３８ １００３９ １００４０ １００４１

１００４２ １００４３ １００４５ １００４６

!*:.358$#"1

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

整備 施設

等整

備

イ 施

設改

良

別表第１ １１!イに同じ。 同上 整備

" 省略 " 省略

１０ 省略 １０ 省略

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備のうち施設改

良を除く。）は、１から８までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画 又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

備考

１ 省略

２ 附帯施設等整備

は、１から８までのいずれかの施業と一体

的に実施するものに限る。

３・４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備と一体的に実

施することとされている施業に２年（当該森林作業道整

備と一体的に実施することとされている施業が森林経営

計画、森林施業計画又は特定間伐等促進計画に基づくも

のである場合にあつては、これらの計画の期間内）先行

して実施することができる。

許 可 番 号
許 可
年月日

商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地
取 消
年月日

取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２８）第１２３０３号
平成２８年
７月２６日

!矢野塗装店 萩野 昭夫 西条市壬生川１０９－１
平成２９年
７月１０日

塗装工事業 建設業の廃止

（般－２７）第９９４５号
平成２７年
１０月１５日

!泉電気商会 高嶋 元治
新居浜市若水町２－３－
５０

平成２９年
７月１９日

電気工事業 建設業の廃止

（般－２４）第１１７９２号
平成２４年
１２月９日

東予無線 中村 和夫
新居浜市庄内町３－１２－
２３

平成２９年
７月２１日

電気通信工事業 建設業の廃止

（般－２５）第１４１７１号
平成２６年
１月４日

ミキハウス 三木 康弘 西条市小松町北川１４８
平成２９年
７月２７日

屋根工事業 建設業の廃止

* : . <平成２９年８月２５日 第２９０３号

６１０
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１００５９ １００６３ １００６９ １００７９

１００８７ １００９０ １００９４ １００９６

農業用品目

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

２００１９ ２００３１ ２００３３ ２００３５

２００４４ ２００４７ ２００７６ ２００７８

２００７９ ２００８７ ２００９７ ２００９８

２００９９ ２０１００ ２０１０２ ２０１１１

２０１１２ ２０１１４ ２０１１８ ２０１１９

２０１２３ ２０１２６ ２０１２８ ２０１３１

２０１３４ ２０１４０ ２０１４３ ２０１４７

２０１４９ ２０１６２ ２０１６４ ２０１７０

２０１９２ ２０１９３ ２０２０１ ２０２１３

２０２２９ ２０２３１

特定品目

受験番号

３０００２

!+ -

(0)/%,'.$"!#

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２９年７月１６日から８月１２日までの間に実施した技能検定の合格者は、次のとお

りである。

平成２９年８月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

造園（造園工事作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 １０

Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２５

Ｂ １ Ｃ １

機械加工（普通旋盤作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ｂ １

機械加工（マシニングセンタ作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ ２

電子機器組立て（電子機器組立て作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

& 1 * 2平成２９年８月２５日 第２９０３号

６１１
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次のとおり落札者を決定した。

平成２９年８月２５日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

建築大工（大工工事作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

左官（左官作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

Ａ甲 １９

フラワー装飾（フラワー装飾作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １４

Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０

Ｃ １

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額
契約の相手方を
決定した手続

入 札 公 告 日

血管連続撮影装置 １式
（月額賃借料／県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２９年８月２日

株式会社自治体病院共
済会
東京都千代田区紀尾井
町３番２７号

６，１９６，２００円 一般競争入札 平成２９年６月１６日

平成２９年８月２５日 発行

" , & -平成２９年８月２５日 第２９０３号

６１２


